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1. 目的 

 広い範囲に厚い軟弱粘土層が堆積している地盤において盛土

を構築する際に，盛土の沈下とそれに伴う周辺地盤の引き込み沈

下が生じることがある．そのような地盤の変形を抑制するために

図 1(a)に示すような盛土法尻部に支持層まで到達する鋼矢板を

施工し，①応力の水平成分の遮断効果と②沈下抑制効果を期待す

るという「全着底鋼矢板工法」が用いられる．しかし，深い支持層まで到達する長尺の鋼矢板は施工性，経済性に劣る．

そこで，支持層まで打設を行う着底鋼矢板と軟弱層内までの打設に留めるフローティング鋼矢板から構成される PFS工

法(Partial Floating Sheet-Pile Method)が提案されている 1)．本工法を用いた地点では，2016年熊本地震の際，盛土の沈下お

よび周辺地盤の変状が少なかったことが報告されている 2)．そこで本研

究では，2次元有効応力解析を用いて，着底鋼矢板を有さないフローテ

ィング鋼矢板工法と全着底鋼矢板工法，そして PFS工法を比較し，PFS

工法の液状化地盤に対する地震時地盤変状抑制効果について検証する． 

2. 解析方法 

 解析手法として多重せん断ばねモデルを土の構成則として用いる 2

次元有効応力解析法 FLIP3)を用いた．例として全着底鋼矢板工法の解析

モデルを図 2に示す．解析モデルは同時に行った遠心模型実験を基にし

ており，実寸法は幅 22.5m，高さ 11.5mである．鋼矢板を除いた節点数，

要素数はそれぞれ 1080節点，2024要素で，1要素の寸法は端の要素を

除き，一辺 0.5mの正方形である．また境界条件として側面を鉛直ロー

ラー，底面を固定境界とした．地盤は液状化層となる軟弱層(高さ 9.5m)

と支持層(高さ 2.0m)から成り，地下水面を地表面と一致するとし，各層

が飽和状態であるとした．各層ともにカクテルグラスモデルを構成則と

用いており，そのパラメータを表 1，表 2に示す．これらのパラメータ

は実験結果および簡易設定法 4)を基に決定した．鋼矢板については線形梁を

仮定し，モデルの中心から左右にそれぞれ 2.5m に設置している．全着底鋼

矢板工法については 10mの長さとし，支持層に 0.5m根入れし，最下端の節

点を地盤節点と結合した．その他の節点についてはジョイント要素を設定

した上，x方向の自由度のみを地盤節点と同一にした． 

2 次元解析において PFS 矢板を表現するため，PFS 矢板の 1 ユニット幅

に占めるスリット部（着底矢板）の幅の比を dとし，この幅比 dに応じて

5m 以深の着底鋼矢板の断面積，断面二次モーメントを変化させた．ここ

で，幅比 d=1.0が全着底工法，d=0がフローティング工法，0<d<1が PFS工

法に対応する． 

 
図 1 (a)全着底鋼矢板工法と(b)PFS工法の概要 1) 

 

図 2 解析モデル(全着底鋼矢板工法) 

表 1 地盤パラメータ 

 

 

軟弱層 支持層

N値 7.95 50

平均有効拘束圧 Pa (kPa) 104.28 122.79

初期せん断剛性 G (kPa) 87500 159697

体積弾性係数 K(kPa) 228186 416465

拘束圧依存係数 mG nk 0.5 0.5

質量密度 ρ (g/cm3) 2.28 2.26

間隙率 n 0.454 0.392

粘着力 c (kPa) 0 0

内部摩擦角 Φf (度) 34.78 43.56

変相角 Φp (度) 28 28

最大減衰定数 Hmax 0.24 0.24

 

図 3 入力地震動 
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表 2 液状化パラメータ(軟弱層) 
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また盛土荷重として，鋼矢板間の地表面に 20kPa の等分布荷重を作用さ

せ，作用させた節点間の y 方向の自由度を同一とした．解析の順序として

は，完全排水条件下で自重解析を行い，その後 10ステップに分け盛土荷重

を作用させ，続く地震応答解析を非排水条件下で行った．入力地震動には図

3 に示すような前後にテーパー部を有する振幅 1.5m/s2．振動数 1Hz，継続

時間約 35秒の正弦波を用いた． 

3. 解析結果 

 全着底鋼矢板工法(d=1.0)およびフローティング鋼矢板工法(d=0)に対する

地点 A1~A3（図 2）の応答加速度を図 4に示す．A1と A3の応答加速度よ

り 10秒以後に液状化により振幅が大きく減衰していることがわかる．また

盛土直下の地点 A2では，入力振幅に対し約 2倍の増幅が見られる．これは

盛土荷重による有効応力の増加に起因するものと考えられるが，10 秒以後

は液状化によって振幅が減衰している．図 5に示す地点 P1における有効応

力経路より，両工法において初期偏差応力の値に差はないが，全着底工法の

方が偏差応力の変動幅が大きく，少ない繰返しせん断回数で平均有効応力

が減少していることがわかる．これが解析に特有の現象なのか，現実に想定

される現象なのかは実験結果等を踏まえ精査する必要がある． 

 続いて上で述べた幅比 d を変化させた解析結果について考察する．まず

幅比 dと地点A2における沈下量の関係（図 6）より，地震動振幅が等倍（図

3）の時，フローティング工法(d=0)の場合に沈下量が最も小さい(0.075m)が，

比 dが増加しても沈下量は大きく変化しない．一方，入力地震動の最大振幅

を 2 倍に増幅(3.0m/s2)した場合，フローティング工法(d=0)の沈下量が最も大

きくなり（約 0.115m），d=0.25の時に最も小さく（約 0.095m），幅比 dの増加

と共にやや増加する傾向にある．このことから，入力加速度振幅の大きさに

依存するものの PFS 工法(0<d<1)は，全着底工法やフローティング工法に比

べてわずかではあるが沈下抑制効果が期待できる．最後に幅比 dに対する矢

板 1(図 2)の最上端における側方変位量(盛土法尻外方向に向かう変位を正)を

図 7に示す．これより鋼矢板の側方変位に対する幅比 dの影響は小さく，ほ

ぼ地震動の大きさだけで決まることがわかる．しかし，別途行った遠心模型

実験では，工法によって側方変位量が異なる結果が得られていることから，

特に 2次元解析法による PFS矢板の設定法について再検討する必要があるも

のと思われる． 

4. まとめ 

2次元解析において PFS矢板を表現するため，PFS矢板の 1ユニット幅に占めるスリット部（着底矢板）の幅の比を

d とし，この幅比 d に応じて 5m 以深の着底鋼矢板の断面積，断面二次モーメントを変化させる方法を提案した．有効

応力解析の結果，全着底工法の方がフローティング工法よりも偏差応力の変動幅が大きく，少ない繰返しせん断回数で

平均有効応力が減少した．今後，実験結果等を踏まえ今回の解析方法と結果を精査する必要がある． 
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図 4 A1~A3における応答加速度 

 

図 5 P1における有効応力経路 
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図 6 dと A2における沈下量の関係 
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図 7 dと矢板の側方変位の関係 
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